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凡例

本書では、本文中に特に注記のない場合は、以下のとおり、略語を使用して
います。

1．法令など
労基法／労働基準法
労契法／労働契約法
パート法／短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律
高年法／高年齢者等の雇用の安定等に関する法律
障害者雇用促進法／障害者の雇用の促進等に関する法律
派遣法／労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律
労組法／労働組合法
安衛法／労働安全衛生法
労働施策法／労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生

活の充実等に関する法律

2．諸機関
厚労省／厚生労働省
労基署／労働基準監督署
中労委／中央労働委員会
地労委／都道府県労働委員会

3．参考書籍
『読本』／『実務家のための労働判例読本 2019年「労働判例」誌掲載裁判例』

／芦原一郎　著／経営書院刊
『読本2021年版』／『実務家のための労働判例読本2021年版 2020年「労働判

例」誌掲載裁判例』／芦原一郎　著／経営書院刊
『読本2022年版』／『実務家のための労働判例読本2022年版 2021年「労働判

例」誌掲載裁判例』／芦原一郎／経営書院刊
『読本2023年版』／『実務家のための労働判例読本2023年版 2022年「労働判

例」誌掲載裁判例』／芦原一郎／経営書院刊
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グローバル化や少子高齢化・人口減少に伴い、日本社会も多様性がより
強く求められるようになり、経済市場や労働市場も多様化が進んでいま
す。当然、企業も対外的な市場対応の方法（商品やサービス、マーケティ
ング、イメージ作り、等の競争論的な活動）等の表面的な対応だけでな
く、従業員や企業文化等、組織や経営の根本的な部分（組織論的な対応）
からの多様性も重要になってきました。

ここで紹介する下記裁判例には、男女の差別、育休・産休に関する不利
益が問題になった事案（「巴機械サービス事件」「学校法人横浜山手中華学
園事件」「アメックス（降格等）事件」）と、民族的な差別が問題になった
事案（「フジ住宅ほか事件」）があります。

・巴機械サービス事件（男女差別）／21頁
・学校法人横浜山手中華学園事件（産休育休）／23頁
・アメックス（降格等）事件（産休育休）／26頁
・フジ住宅ほか事件（民族的な差別）／29頁

なお、「アメックス（降格等）事件」では、「キャリア形成上の不利益」
という概念が論じられており、人事権に関する問題が検討されています。

多様性　2023年の特徴
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巴機械サービス事件

●― ―――――――――――――――――――東京高裁令4.3.9判決（労働判例1275号92頁）

この事案は、男性＝総合職、女性＝一般職という状況が定着し
ている会社 Y の人事制度に関し、女性の一般職員 2名、X ら
が、違法な性差別であると主張し、争った事案です。
1審（横浜地裁令3.3.23判決労働判例1243号 5 頁、読本2022年

版163頁） 2審いずれも、Xらの請求の一部を認めました。

1 ．何が違法か
2 審は、 1審の判断を概ねそのまま採用していますので、詳細

は 1審の解説をご覧ください。
ここでは、ポイントだけ簡単に整理しましょう。
まず、総合職と一般職に分けること、総合職は全て男性で一般
職は全て女性という状況にあること、X らを一般職として採用
し、一般職に配属したこと、については、それだけでは違法でな
いとしました。
しかし、X らに総合職に職種転換する機会を実際には与えて
いなかった、そのことで「総合職は全て男性、一般職は全て女
性」という状況を固定化していた、という点を違法としました。
すなわち、採用や配置の段階で男女差が生じたことは違法では
ないが、それを固定化してしまった（職種転換の機会を与えなか
った）点が違法である、という内容です。



23

学校法人横浜山手中華学園事件

●― ―――――――――――――――――― 横浜地裁令5.1.17判決（労働判例1288号62頁）

この事案は、小学校教諭Xが、（平成28年ころ）第 5子の出産
に伴う産休・育休の取得・延長、（令和 2年ころ）第 6子の妊娠
に伴う勤務軽減措置や、母性健康保護措置に伴う休業、等を取得
したが、学校 Yは、Xが、①休業申請や②休業延長、③軽減措
置、④看護休暇の申請が不当であり、⑤育休中に別の学校で働き
（懲戒処分された）、同僚や上司を非難するなど「教師に必要な総
合的な人間力が欠如している」として、Xを解雇した事案です。
裁判所は、解雇を無効と評価しました。

1 ．各種申請の合理性（①～④）
①～④には、それぞれ固有の事情があります（①は、給与が支
給されるかどうかによって、休業や在宅勤務等、要求内容がころ
ころと変わったこと、②は 1か月・ 3週間前、③は 3日前、④は
当日、というように、申請から実際に登校しない日までの期間が
短かったこと、など）が、Xの要求に対応するために Yが非常
に苦労した点があります。
裁判所は、①については、賃金支払いの有無によって申請内容
を変更することは、従業員の立場として不合理ではない、としま
した。また、②～④については、いずれも関連法規の要求する条
件が満たされている（②については、育休法 5条 3項・ 4項によ
り 2週間、③については、労基法65条 3 項に予告期間の定めな
し、④についても、育休法16条の 2の 1項に予告期間の定めな
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し）、としました。
たしかに、急に代わりの教師を確保するなどの対応が必要とな
ったことから、Y としては、X が周囲への配慮に欠けるように
感じたのでしょうが、法の定める要件が備わっている以上、法が
定める休業などは与えなければならず、むしろそのような急な申
し出にも対応できるような体制作りと、従業員との日頃からのコ
ミュニケーションが求められている、と評価できます。
会社の人事体制や管理の在り方に関し、学ぶべき重要なポイン
トです。

2 ．実務上のポイント
次に⑤ですが、具体的にどのような言動があったのか、「被告
代表者が作成した陳述書」の内容が明らかでないため、明らかで
ありませんが、裁判所は、陳述書記載の Xの言動を「前提とし
ても」、すなわちYの主張を仮にそのまま認めた場合であったと
しても、X の言動は校長を批判するものにすぎず、X の能力不
足等を「裏付ける事情とはいえない」と評価しています。
裁判所のここでの判断を前提にすると、人格非難など、経営批
判を超えた内容の言動があり、それが Xの能力不足等を裏付け
ると評価できる場合には、かかる言動が解雇事由の 1つとなり得
る（もっとも、さらにそれが解雇に相当するかどうか、という問
題が残ります）でしょうが、多少きついやり取りがあっても、そ
の言動自体を問題とすることができない、ということになりま
す。
このことから、処遇や労務管理に関して従業員から苦情や問題
提起がなされる場合、会社はかなり辛抱強くこれに対応しなけれ
ばならない、ということがわかります。




